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要 約 
盛土は土質材料を使った人工的な土構造物である．近年，地震や豪雨等を引金にして被害

が多発している感がある．被害の多くは，不適切な材料選択，施工時の締固め不足，排水処

理，経年劣化とメンテナンス不備等に原因がある．本文では，このような盛土被害に鑑み，

地盤耐震工学的な視点で技術的課題を指摘している．具体的には，1) 宅地盛土地盤の耐震

性調査，2) 宅地盛土の耐震性能要求水準を満たす土質動力学的特性評価，3) 大地震の履歴

を受けた既存宅地盛土の耐震性，4) 既設盛土の耐震補強工法の補強評価の課題などについ

て論じている． 
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1. はじめに 
 
盛土は土質材料を使った人工的な構造物である．盛土と言っても，工学的には河川堤防，鉄道盛土，

道路盛土，農地盛土，宅地盛土など，様々な用途に使われ要求性能も異なる．ここでは，論点を明確に

するため，主に宅地盛土の耐震性能評価や補強対策工の技術的課題を論じる． 
 2011年東北地方太平洋沖地震では，宮城県・福島県・栃木県などで宅地盛土地盤が被災を受けた．

地盤工学会は，震災後の提言1）において，丘陵地の造成宅地の復旧・復興に際し， 
1) 震災における宅地地盤被害の徹底分析 
2) 応急復旧のための緊急調査の整備 
3) 本復旧に向けた方針決定やその主体の明確化と本復旧工法の合理的な選定 
4) 今後の耐震補強のための現地調査手法と対策方法の開発 
5) 今後の耐震補強のための施策と資料の保存 
6) 今後の耐震補強のための地盤情報の公開 
7) 戸建て住宅の新設にあたっての施主への説明責任 
8) 今後の宅地媒介に際しての地盤情報の継承の義務化 
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の8つを提言1）した． 
1)については，丘陵地に造成された宅地地盤では主に谷を埋めた盛土部分に被害（すべり変状，亀裂，

沈下，段差などで顕在化する）が集中していること，盛土地盤上の宅地被害は切土被害の約4倍となって

いて明瞭な被害率の差がみられたこと，谷の出口に当たる地域や枝谷の合流部の盛土厚が厚い個所での

被害が多かったことなどが明らかになった2～4）．6～8)については，社会的な課題であって，徐々にその

重要性が社会・一般市民にも浸透してきている．また，盛土の性能評価と強化・補強の実務に関しての

解説書5）も発行されている． 
 

2. 宅地盛土地盤の耐震性調査の課題 
 
造成宅地は，「盛土地盤」「切土地盤」「切盛り境界地盤」に大きく分けることができるが，地震時

の大規模被害のほとんどは盛土地盤で発生している．国土交通省は，2004年（平成16年）新潟県中越地

震を受けて，平成 18 年度より宅地耐震化推進事業の一環として「大規模盛土造成地の変動予測調査」

を開始した．大規模盛土調査の一次スクリーニング調査においては，人工改変地形データ抽出手法6）に

基づいて，主に旧地形と現地形の差分を読み取って潜在的に危険度の高い谷埋め盛土が抽出される．一

次スクリーニングで抽出された潜在的危険度の高い地域は，さらに詳細な二次スクリーニングに進む．

二次スクリーニングでは，以下のような指標を用いて，詳細調査の必要性と優先度が判断される． 
＜現地踏査で調査した項目のうち優先度の評価に用いる指標として＞ 
① 盛土および擁壁の形状と構造 
② 宅地地盤・擁壁・のり面の変状の有無 
③ 地下水の有無 
④ 盛土下の不安定な土層の有無 
＜基礎資料で整理した項目のうち優先度の評価に用いる指標＞ 
⑤ 造成年代 
⑥ 変動確率 
以上のようなスキームができたのは，これまでの被害事例調査から地震時の宅地被害がいわゆる“谷

埋め盛土”で多く見られ，盛土材料の細粒化や経年の地下水位の上昇が大きく関係していることが示唆

されたためである． 
このようなスクリーニングはその盛土地盤の危険度の素因に着目したものである．これらは地表に現

れている地形情報だけではわからないが，調査すれば分かる．今後は宅地耐震化推進事業で実施した調

査結果を宅地カルテとしてどのように使うかが問われる．また，評価方法の妥当性は今後発生する大地

震で検証され，さらなる耐震性評価法の進化に寄与することが望まれる． 
盛土地盤が切土地盤より被害が多い理由として，上記のような素因以外に，誘因としての地震入力も

そもそも盛土の方が大きいことはあまり知られていない．筆者らは仙台市内の宅地地盤の地震観測を数

年間実施した7～9)．対象とした仙台市内のある造成地の切盛り平面図を図1に示す．この地域は，東西約

500 m，南北約300 mの広がりを持つ．中央部の南北に旧谷筋が走っており，最大盛土厚は20 m程度であ

る．地区の表層地盤の硬軟の分布を把握するために行った表面波探査試験によるせん断波速度分布の断

面図を図2に示す．試験の測線は図1に示した．せん断波速度の分布と，原地形（山林）の地表面を示す

赤破線を比較すると，表面波探査試験は地山部分と盛土部分の違いを良く捉えており，盛土部分のせん

断波速度は220～280 m/s，地山部分は280 m/s以上であった．当該団地の盛土は，破砕された凝灰質砂岩

でできており，風化が進んでいることからN値は5以下であったが，比較的締まった地盤と言える．南北

に走る谷埋め盛土内の地下水位変動を把握するために，図1中のNo.7位置で地下水位計測を行ったが，一

年を通じて地下水位はG.L. -0.8～-1.1 mであり，降雨による大きな地下水位変動は無かった． 
地震観測の結果，切土地盤と盛土地盤では（たとえよく締まった盛土であっても）震度5程度レベルの

地震動で，最大加速度で1.5倍程度，計測震度にして0.5程度，SI値にして2倍程度の揺れの違いがあるこ

とがわかった．また，図3はこの地域を3次元地震応答解析でシミュレーションした時の解析メッシュを

示す．実際の観測結果の差が3次元地震応答解析でほぼ再現できることも示した．つまり，盛土は切土に

比較して，地盤強度が低いことに加え，地震外力も大きくなるという二重の意味で耐震的に劣っている． 
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図2 造成宅地地盤の表面波探査によるせん断波速度分布の調査事例7-9） 

 

 

  

図3 対象造成地の3次元地震応答解析例，左：3次元解析メッシュ，右：計測震度コンター解析結果8-10) 

 

図1 仙台市のある造成地の切盛平面図および地震観測調査事例7-9) 
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3. 宅地盛土耐震性能の要求水準を満たす土質動力学的特性の明確化－新設盛土は耐震設計できるー 
 
「盛土地盤」を「切土地盤」と比較すると，表1のように特徴づけられる．基本的に，自然地盤である

切土に対し,盛土地盤は人工的に造られた地盤であり，英語的には“engineered fill”と訳される．人工的

に造る盛土地盤は，本来自動車などの工業製品と同じく，性能が保証されなければならないものである

ことを認識する必要がある．したがって，新設盛土は意志さえあれば，耐震設計できる．ちなみに，高

速道路の切土法面と盛土法面のうち，どちらの方の降雨被害が多いかと言えば，切土法面の方の被害割

合が多い12）．これは，自然地山の物性評価の方が，人工地盤である盛土よりも調査の不確実性が大きい

からに他ならない．  

 
表１ 盛土地盤と切土地盤の比較 

項目 盛土地盤・盛土法面 切土地盤・切土法面 
成因 

土質地盤材料 
人工地盤，購入土あるいは切土時

の発生土を利用 
自然地盤，そこに存在する地盤である 

地盤の特徴 施工時に締固めを実施 地山が地質構造や堆積環境を持つ 
存在範囲 精度の高い旧地形図が有れば，明

確に把握 
調査で把握，精度は方法に依存 

被害規模 小規模～中規模 
造成地の規模に依存する 

比較的大規模 

経年劣化 土質材料に依存，水理排水条件に

よって乾湿の履歴を受ける． 
スレーキング性の岩質で劣化が大き

い．応力解放の影響もある 
強度変形性能 土質試験によって把握可能 

延性的破壊・変形特性を持つ 
土質試験等での把握が難しい 
脆性的破壊・変形特性を持つ 

液状化可能性 浅い地下水位の場所で可能性有 可能性は低い 
付帯構造物 各種擁壁，裏込め補強土 法面保護工，アンカー工等 

 
現状では，盛土の品質管理は，締固め度で行われている．例えば，宅地防災マニュアル11)(174-176p）

に宅地や河川堤防，道路盛土などの締固め管理値がまとめているが, 締固め度85～90％以上を管理値と

して規定している．佐藤ら13)は東日本大震災の仙台市内の宅地被害などを調査したところ，この管理値

が満たされていない事例が多かったことを示した．まず，この基準値をきちんと満たす施工管理の必要

性が指摘された．龍岡ら14～15)は，盛土の締固め施工管理時の問題点を指摘しており，含水比管理の必要

性を述べている．現状の締固め管理の枠組みの中で，信頼性の高い品質管理方策を提案している．また，

昨今の建設工事の生産性向上の圧力の中で，現場の管理作業が増えるような品質管理を強化すれば，生

産性向上に逆向するにジレンマがあるとも述べている． 
著者らは，このような視点とは別に「基本的に，締固め度では盛土の耐震性能を担保したことになら

ないのではないか」という疑念を持っている．現状は，規定された締固め度を満たせば，盛土に要求さ

れる耐震性能を自動的に満たしていること，あるいは適切な締固めを行えば所定の強さを発揮する土質

材料を使うことが暗黙の前提事項となっている．しかし，当然ながら，盛土に使う材料が異なれば同じ

締固め度90％が，同じ（動的）物性を有していると見なせないことは明らかである．造成の現場である

土工工事では盛土材料に利用する土質材料の適否は明確に規定されていない．このことは土工工事の実

態として現場発生土を極力使うことが求められることを背景にしているのかもしれないが，そうであっ

たとしても，当該土質材料の締固め度と材料力学特性の関係を事前に土質試験データで求めておくこと

は必須であると考えられる．土質～締固め度～材料定数の関係を示す多くのデータを蓄積しない限り，

締固め不足・地盤物性評価に起因することころの地盤リスクは減じない．昨今の生産性向上圧力が必要

な情報を把握するインセンティブの低下にならないことを望みたい． 
少子高齢化のわが国では新たな宅地需要が少なく，大規模な新設造成計画は少ない. 一方，東日本大

震災から復興事業において，津波の被害を受けた沿岸部の自治体の多くが，防災集団移転事業で高台の
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新設造成地に宅地を設けた．その場面では，当然ながら，都市区画整理事業の中で多くの土工工事が行

われた．急速施工が望まれる中，締固め度で盛土の施工管理が行われた．このような取扱いが，宅地盛

土に要求される耐震性能である「宅地の機能に重大な支障が生じない（原則として宅地に被害が発生に

しない）」ことを満たしているのかどうか確かめる必要がある．この要求性能と具体的な盛土の施工管

理水準との関係を把握する必要性は十分認識されている16),17）と思うが，今後多くの事例調査や数値解析

を行って水準を規定する必要がある．このような技術的な課題は集中的に研究し，その結果を持って現

場の施工管理に技術基準を落とし込む必要がある． 
 

4. 大地震の履歴を受けた既存宅地盛土の耐震性評価 
 
盛土には，過去に大地震を経験したことのあるものとそうでない盛土がある．例えば，仙台市の造成

宅地盛土では震度5以上の揺れを生じた地震として，1978年の宮城県沖地震，2008年岩手・宮城内陸地震，

2011年東北地方太平洋沖地震，2021年，2022年福島県沖地震がある．2016年熊本地震では，震度6以上の

揺れを短い間に複数回経験した場所がある．札幌市も2003年十勝沖地震，2018年胆振東部地震といった

震動履歴を受けている．その一方で，盛土が構築されてから一度も震度5以上を経験していない盛土造成

地も全国には多く存在する．このような過去の地震履歴は，その盛土がすでにその地震動よって実験的

に耐震性を試されたとみなせる．この履歴を，耐震性能評価にどのように，考えるべきなのかは，現時

点で決まった方針がない． 
地震の被害調査をみると，過去の地震では被害を受けなかったが新たな地震で被害を受けた場所，逆

に，過去の地震では被害を受けたが今次の地震では被害を受けなかった箇所などが混在する．過去の地

震によって，盛土の耐震性が劣化したのか，変化しなかったのか，揺れで締固まって逆に強化したのか

がわからない．また，異なる地震では，その場所の地震動も当然異なるから，全く同じ外力が作用した

とは見なせない．さらに，一旦被害を受けた宅地地盤や擁壁残存耐力や復旧が行われた時にどの程度の

耐震性が付与されたのかも定量的に不明瞭である．加えて，地震を受けた時に盛土の水分状態や地下水

位（その時の降雨履歴や季節に関係する）との関係も同一条件でない．筆者が考えるところ，個別の被

害の違いは，当然ながら物理的な背景や特定の原因によって説明すべきものである．残念なが，現状は

違いを一般性のある形で合理的に説明できる評価技術がない． 
筆者らは，地震とは別に降雨による道路法面崩壊の事例も分析したが，地震と同様，降雨でも同じ法

面に対する降雨イベントを比較した時，最大時間雨量や最大累積雨量を記録した降雨イベントが発生し

た場合に法面崩壊が生じていなかった事例も多くみられた． 
このような事例に関係するところの，盛土物性の経時変化，降雨量～盛土水分量～盛土物性の関係，

地震動の何を外力指標とするかは，盛土の耐震性を評価する上で今後明確にすべきことと思われる． 
 

5. 既設盛土の耐震補強工法の補強程度評価の課題 
―3次元地震応答解析や降雨による地下水変化を考慮したパラメータ解析の必要性― 

 
盛土を対象とした耐震性評価では，元々の地山や盛土の形状など境界条件が複雑で三次元的な解析が

必要な場面が多い．例えば，図4は宅地擁壁の模型振動実験を再現解析した例である．擁壁の背後は，マ

イクロパイルによって耐震補強されているが，パイルのピッチや根入れ長を設計で決定する際に，簡易

設計や二次元解析では，補強効果を評価できない．数値解析の良さは，物理的な模型実験・実大実験に

比較して，パラメータを変えた計算が安全に沢山出来ることである．今後は，多くのパラメトリックス

タディを行って，耐震性を高めるためのポイントを洗い出し，耐震性強化程度を適切に評価し，有効な

対策につなげてほしい．  
盛土の耐震性は，盛土中の地下水位や水分量に大きく影響を受けることが認識されている．しかしな

がら，地震が来る前の盛土の地下水位や水分状態が，具体的にどの程度の耐震性の差に寄与するかはよ

くわかっていない．理論的には，水分量が増えることによる盛土慣性力の増加と地盤物性の低下が影響

しているものと思われるが，その影響具合が明らかになっていない．盛土の地震応答解析を行う際に，

盛土中の地下水位をどのように設定すべきかは，降雨排水条件に依存するが，これについての設計上の
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決まりもない．地震を受ける時点での盛土中の水分状態の確率的出現頻度は計算できるし，最悪の条件

と通常の条件での耐震性の差は，明示的に把握しておく必要がある．  
 

 
図 4 宅地地盤・擁壁・補強工法の地震応答解析 3次元 FEメッシュ図の例 参考文献 18） 

 
加えて，耐震対策として盛土中の地下水を下げるために，水平ドレーン工が敷設されることも多い．

水平ドレーン工(HD)は，すべり抑止杭工などに比較して経済的で，既設盛土にも適用できるため，耐震

補強に有効な工法と考えられる．耐震対策としての水平ドレーン排水工の敷設ピッチや長さの設計にお

いて，降雨量と土中水分の低減の目標値が設定できない． 
図5は盛土地盤に24時間の降雨を与えたとき，盛土中の飽和度がどのように変化するかを解析したも

のである．ドレーン工のモデル化においても三次元的な効果を把握できる三次元不飽和浸透流解析が望

ましい．このような解析は，現状の技術で十分に出来るので，不飽和浸透流解析で盛土中の水分量・物

性を決定した後，3次元地震応答解析を実施して，盛土中水分の耐震性への影響を明確にしてほしい． 
 

 
 

 
図5(a) 水平ドレーン工の降雨浸透流 

解析メッシュ図の例 

 
図5(b) 与えた降雨パターン例 

（18 mm/hの降雨強度を24 h連続） 

図5(c) 降雨前の盛土中の水分状態 

 

図5(d) 降雨開始半日後の盛土中の水分状態 
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6. おわりに ―基礎地盤の耐震性能評価戦略― 
 
擁壁が地震時に被害を受けるのは，宅地や擁壁の耐震性能が外力である地震力に負けたからに他なら

ない．個別の宅地にそれぞれの事情があるため，一般的普遍的に論じるところまで技術は至っていない

と思われる．しかしながら，多くの事例を分析することによって，設計がより良い改善に繋がるような

PDCAプロセスが組み込まれる必要がある． 
大地震は頻繁に発生しないし，時代を追って耐震設計技術も進歩するので，設計当時の技術者がどの

ような耐震診断評価をしたのかを資料として残さなければ，技術は進歩しない．今後も，被災調査事例

を蓄積し，照査方法の再チェックをルーチン化し，バックチェックを継続的に行うような仕組みの構築

を求めたい．例えば，宅地防災マニュアル11)（ＩＶ編：耐震対策）では， 
中規模地震：建築物等の供用期間中に１～2度程度発生する一般的な地震動（標準設計水平震度0.2） 
大規模地震：発生確率は低いが直下またはプレート境界で発生する地震を想定した高レベルの地震動 
      （標準設計水平震度0.25） 

の2段階の地震動を考慮する．（ここで，標準水平設計震度の値である0.2，0.25という数値の根拠は，地

中深さｚにおける等価震度【地中のせん断応力比に相当】（ある深度における地震時の最大せん断応力

／その深度の全上載圧）の値として，この値になる地震動を用いたNewmark法に準じた残留変形解析に

よる値によっているとしている．）この規定値は，これを作る際に一度だけ実施すればよいというもの

ではなく，不断の改良が必要であることは明らかである． 
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ABSTRACT 
An embankment is an artificial soil structure using soil materials. Recently, many damages caused by earthquakes, 
heavy rains occurred frequently. The damages are caused by improper material selection, insufficient compaction, 
inappropriate drainage, aged deterioration and poor maintenance, etc. We point out the issues from the perspective 
of geotechnical earthquake engineering, based on the cases of disaster surveys and academic research that the authors 
have conducted and experienced so far. Specifically, we discuss 1) the survey of embankment of residential land, 2) 
the soil dynamics characteristics that satisfy the required level of seismic performance of land fill, 3) the evaluation 
of seismic resistance of existing land fill subjected to major earthquakes and 4) validity of reinforcement methods 
for existing land fill. 
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